
 

自治会分権型の生活道路維持管理システムに関する研究 

Road Maintenance System with Decision Rights Transfer to Local Communities 

 

 

灘英樹・谷本圭志・村田博美 

By Hideki NADA, Keishi TANIMOTO, Hiromi MURATA

 

1. はじめに 

 

市町村が管理する生活道路は一般に，市町村内に毛

細血管のように張り巡らされており，その延長は膨大

である．また，今後は人口が減尐し，多くの税収が期

待できない．このため，長期的な観点にたった効率的

な道路の維持管理方策が必要となっている． 

市町村内の生活道路には様々な性格を持つ道路が

混在している．例えば，複数の地区をまたいだ広域的

な道路から一つの地区内に閉じた道路，通行できない

と人々の様々な活動の支援に支障が出る道路からな

くてもさほど支障が生じない道路もあろう．このため，

すべての生活道路を一律の扱いで維持管理すること

は必ずしも有効ではない． 

そこで，生活道路をそれぞれの性格に基づいて分類

し，それらの分類に応じて維持管理を行うことが有効

と考えられる．その際，一定の予算を自治会等の住民

組織に与え，それらによって維持管理の対象が決定さ

れる道路の分類をあわせて設定し，行政と自治会によ

る分権型のシステムで維持管理を行うことが考えら

れる． 

本研究では，この発想に基づく市町村の生活道路の

維持管理システムを構想するとともに，そのもとで，

どのように道路を分類し，また，限られた予算をそれ

ぞれの分類区分にどのように配分すれば予算不足に

陥ることなく長期的にやり繰りが可能か，ならびに，

ライフサイクルコストの最小化の観点で有効かを適

応的に見出しうるための計画手法について検討する． 
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2. 自治会分権型維持管理システムと技術的課題 

 

2.1 自治会分権型維持管理システムの概要 

自治会等の住民組織と連携した道路事業としては，

例えば米国の Neighborhood Traffic Management Pro-

gram (NTMP)などがある．そこでは事業を行政が公募

し，それに住民が申請を行う形態がとられている．こ

のように，住民と行政が連携した道路事業自体は既に

導入がなされている． 

本研究の構想に基づく維持管理システムでは，まず，

行政（＝市町村）が維持管理の対象の決定主体となる

道路と自治会が決定主体となる道路に分類する．その

上で，後者の道路については，行政が一定の予算を年

ごとに自治会に与え，その予算の範囲でどの道路を維

持管理の対象とするのかを自治会が毎年決定する．た

だし，劣化の診断や工事施工者の選定は，行政が行う．

すなわち，維持管理の対象となる道路の決定権を自治

会に与える．決定権の付与を望まない自治会について

は，従来通り，行政が決定する． 

これにより，自治会が維持管理する道路については，

個々の自治会の住民が考える優先度を反映した道路

の選定に基づいた維持管理が可能になる．また，行政

に対する「声の大きい」自治会の道路が優先的な対象

になってしまうという危険性も排除でき，この点での

公平性も確保される． 

 

2.2 システムの運用に際する技術的な課題 

この維持管理システムの運用に際しては，どのよう

な道路を行政／自治会の決定に委ねるか，また，長期

にわたって予算不足に陥ることのない実行可能性を

担保しうる行政／自治会への予算配分の検討を行政

が行わなければならない．これらの課題を以下に詳述

する． 

一つ目の課題は，行政／自治会が維持管理の対象の

決定主体となる道路（以後，「行政／自治会の道路」

と略す）をどのように分類するかという課題である．

自治会の道路とする要件としては，当該道路の貢献が

一つの自治会に閉じていることが要請される．これは，



複数の自治会におよぶ道路は，それらの自治会での調

整を要するため，一つの自治会で決定できないためで

ある．行政が決定主体となる道路については，複数の

自治会に貢献する道路が対象となるが，貢献の量に応

じてさらに分類することができよう． 

二つ目は，各分類区分への予算の配分に関する課題

である．人口減尐により，生活道路の維持管理に投じ

うる予算も減尐すると考えられる．そこで，長期にわ

たって各年に確保しうる予算額のシナリオをまずは

作成する．この作業は，他分野での予算確保の見込み

も加味してなされなければならない．その上で，各年

に確保できる予算Itを行政／自治会の道路に配分する

（それぞれの額を At, Btとする）．その際，額が尐な

すぎることに起因してどうやり繰りしても予算が不

足するという年が生じないよう，予算的な実行可能性

を担保することが必要である． 

また，It = At + Btであるため，自治会への予算Btを

多額にすると行政への予算 Atが小さくなることから，

過度に多くの予算を自治会へ配分すると，行政の道路

に関するライフサイクルコストが大きくなってしま

う．このトレードオフを把握しながら，予算配分を決

定することが必要である． 

以上の検討を経ると，道路の分類区分ごとに，図1

に示すように各年の予算配分とライフサイクルコス

トを最小化するための維持管理政策が導出できる．そ

の際，図中のすべての変数を同時に決定することが計

算の容易性の観点で望ましいが，変数が多すぎるため

不可能である．このため，予算配分のシナリオをいく

つか与え，上記の二つの課題を検討しつつ，必要に応

じて予算配分を逐次変更しながら適応的に解を見出

すアプローチ（図2参照）が有効となる．以後，本研

究ではこのアプローチに基づく手法を検討する． 

 

※1: ( )内は修繕の対象となる道路の延長
※2: 「行政1, 2, 3」は，行政が管理する道路を指す．数字が大きいほど貢献度が高い．

「自治会」は自治会が管理する道路を指す．
※3: 赤字の数値を行政が決定する
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図1 予算配分と維持管理政策の導出のイメージ図 
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図2 逐次的な解の導出の手順 

 

3. 生活道路の分類 

 

3.1 生活道路の貢献度 

それぞれの貢献に応じて道路を分類する際には，貢

献度の定量化を要する．道路の貢献度として従来用い

られてきたのは主に交通量であった．ある一定以上の

交通量があり，地域経済を支える幹線的な道路につい

てはこのような視点が有効であるが，交通量が比較的

尐なく，日々の生活を支えるという生活道路の使命を

踏まえれば，それを貢献度とすることは必ずしも適当

ではない．例えば，避難のための道路の貢献度を通常

時の交通量で測ることはまったくなじまない．そこで，

当該道路の生活面への貢献度は，その道路が損傷し，

通行できなくなることに伴う迂回距離（もしくは迂回

時間）を個々の生活機能に関する貢献度とし，それら

を総合化して評価することが適当であろう． 

 

3.2 分類の手順と手法 

(1) 決定主体の分類 

道路の貢献が一つの自治会に閉じているかという

観点で分類する．道路 r が通行できる場合の自治会 i

に確保される生活機能 j（例えば，避難や買い物）を

得るのに要する移動距離をgr(i, j)
+，通行できない場合

のそれをgr(i, j)
で表す．すると，道路 r の貢献度，す

なわち，迂回距離はgr(i, j)
 
 gr(i, j)

+で表される．する

と，自治会の道路の集合A は次式で表される．なお，

A に含まれないすべての道路は行政が決定主体とな

る道路である． 
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(2) 行政が決定主体となる道路の細分類 

行政の道路については，貢献の量に応じて再分類が

可能である．生活機能 jに関する移動距離の達成目標

をjで表す．なお，通行可能である場合においては任

意の道路，自治会，機能について目標が達成されてい

る，すなわち，gr(i, j)
+
j (r, i, j)であるとする．通行

不可能であるときの，目標の未達成度を次式で表す． 

 

]0,),(max[),( jrr jigji  
 (3) 

 

すると，道路が通行できなくなっても目標の達成に

影響を及ぼさない道路，すなわち，行政の道路のうち

最も重要性が低い分類区分に属する道路の集合 B は

次式で表される． 
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行政の道路のうちBに属さない道路については，道

路が通行不可能となった場合における目標の未達成

度に基づいて，村田らの手法によって分類することが

できる 1)．以下ではその概要についてのみ触れる． 

まず，すべての自治会 iについて目標の未達成度の

合計を次式で表す．なお，合計をとることは，どの自

治会の未達成度も同等に扱うことを意味する． 

 



i

rr jij ),()(   (5) 

 

道路rの多属性効用関数を以下のように定式化する． 

 

 
j

rjr juwU ))(()(   (6)
 

 

ここにwjは機能jの重みであり，次式を満たす． 
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上記の重みと分類のための効用の閾値が推計でき

れば，それらに基づいて道路を分類することができる．

そのための手法として，UTADISやオーダードロジッ

トモデルなどが援用可能である2)．また，任意の分類

区分mの平均的な効用を導出することで，当該区分の

効用u(m)を求めることができる．以下では，m  {0, 1, 

2, …}とし，分類区分m = 0は自治会が決定主体となる

道路の分類区分を表す． 

4. 費用と維持管理政策の導出 

 

4.1 定式化 

実際においては，それぞれの道路には道路番号など

の名義が与えられ，管理されていることが一般である．

しかし，修繕を行う場合には，個々の名義の道路の総

延長を一度に修繕するのではなく，必要な延長分のみ

行うことが一般であろう．このため，修繕の対象は延

長（例えば2.2km）とすることが適当である（厳密に

は，道路に幅員があることから単位面積当たりが適当

であろうが，以下では修繕する延長を決めるものとし

て説明する）．以下では，所与の予算のもと，任意の

分類において，ライフサイクルコストが最小となる修

繕の対象延長を状態ごとに導出する手法を検討する． 

道路は劣化状態（以下「状態」と略す）0～s+1のい

ずれかにあるとする．ただし，状態の数値が大きいほ

ど劣化が進行しているものとする．状態 iにある道路

の延長の割合（相対度数）を x(i)で表す．劣化状態の

プロファイルを x = (x(0), x(1), …, x(s+1))で表す． 

維持管理者（行政か自治会のいずれか）は，毎年に

x を観測し，それに基づいてそれぞれの状態のおける

道路のうちどの程度の延長を修繕するか（修繕しない

か）を決定する．ここで，t 年において状態 i に関し

て修繕する道路の（全体に占める）延長の割合をat(i) 

(0 at(i) x(i))で表すと，t年における管理者の任意の選

択はat = (at(0), at(1),…, at(s+1))で表される．すなわち，

管理者は毎年，どの状態にある道路をどの延長を修繕

するか（しないか）を選択する． 

状態 iにある道路を修繕した場合に管理者が支出す

る単位延長当たりの費用を ci，しなかった場合のそれ

を liで表し，c = (c0, c1,…, cs+1), l = (l0, l1,…, ls+1)とする．

また，分類区分mの道路について，状態 i のもとで生

じる社会的影響（ただし，管理者の支出を伴わないも

の）をui(m)で表し，u(m) = (u0(m), u1(m),…, us+1(m))とす

る．ここに，ui(m) = qiu(m)であり，qiは状態 iのもとで

1年に道路が通行不能になる確率を表している．ただ

し，qs+1 = 1である． 

社会的影響の金銭換算係数を(>0)とする．なお，

修繕に要する期間は無視し，修繕した場合には即座に

状態 0 が実現するとし，修繕した年の社会的費用を

u0とする．このとき，管理者がatを選択した場合にそ

の年に生じる費用の合計は（管理者の支出を伴う費用

と金銭換算された社会的影響の和）は，次式で表され

る．ただし，at
’はatの転置を表している． 

 

])))((())([();( ''
ttmtm axmulamucGaxg 

(8) 



 

ここに，Gmは，分類区分 m における道路の総延長

である．今年に任意の状態 i にある道路を修繕した場

合，来年における状態は確定的に状態0 となる．しか

し，修繕しなかった場合のそれは確率pijで状態 jとな

る．ただし，状態は自然に改善されることがないもの

とする．すなわち，pij=0 (j<i)である．すると，今年に

x であるときの来年のそれの期待値 y = (y(0), y(1),…, 

y(s+1))は次式で表される． 
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なお，yは xとatに依存することから，厳密には y(x; 

at)と記すべきであるが，以下では単に yと記す．任意

の t年における分類区分m の予算は It(m)で表すと，そ

の分類区分を管理する主体は以下の式を満たす at を

選択しなくてはならない． 

 

tttm IaxlcaG  ])([ ''
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上式を満たす atの集合をAt(x)で表す．すると，t 年

からT年までに要する総費用の合計，すなわち，ライ

フサイクルコストは次式で表される．ここに， (0 <  

1)は割引因子である．また，Vm,T+1(x) = 0である． 
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なお，予算制約に関するペナルティ関数h を導入す

ると，上式は次式のように表すこともできる． 
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ここに，F(s)は s>0のとき1，s≤0 のとき0 の値をと

る関数であり，(>0)は禁止的に大きな値をもつ定数

である． 

 

4.2 自治会への配分予算案の算出 

どのようなatを選択しても予算が不足するという年

が生じないよう，すなわち，予算的な実行可能性が担

保された額を行政および自治会に配分することが必

要である． 

ただし，自治会が道路の貢献度をどのように考え，

毎年どれだけの道路の延長を修繕の対象とするかは

任意であるため，各自治会の維持管理政策を行政が想

定した上でそのために要する予算を行政が求めるこ

とができない．つまり，このアプローチでは，自治会

への予算配分額を求めえない．そこで，会計上生じる

長期的な費用（その費用は各年のci, liから成る）のみ

を最小化するという規範のもとで自治会が維持管理

すると仮にして，所与の予算額で不足が生じる年がな

いかのテストを実施し，そのテストをパスしないと予

算的な実行可能性が尐なくても担保されないと判定

するアプローチが考えられる．このテスト，所与の

It(0)= (I1(0), I2(0),…)およびu(0) = (0, 0, …, 0)のもとで，

現在の状態xにおいて(12)式に示すV0,t(x)が
T
（ただし，


T
が禁止的に大きな値となるようは十分大きな値

でなければならない）よりも大きければ予算不足は生

じていないとすることができる．いくつかの予算案

It(0)についてこのテストを行い，いくつかの実行可能

な案を見出すことができる． 

 

4.3 行政の道路の費用への影響の分析 

予算の配分においては，行政と自治体の配分額にト

レードオフが生じ，自治会への予算配分を多額にする

と行政への予算配分が小さくなり，行政の道路に関す

るライフサイクルコストが増加する．このため，4.2

で得られたそれぞれの予算案のもとでの行政の道路

に関するライフサイクルコストを試算することが必

要である．その際，行政の道路についてはさらに複数

の分類区分に細分されていることから，行政の予算It 

It(0)をさらにそれらに配分した予算It(m) (m  1)の案を

いくつか作成しておく必要がある． 

その上で，Vm, t(x) (m  1)を算出することで所与の予

算のもとでのライフサイクルコストを導出すること

ができる．なお，自治会の費用と同様，行政の維持管

理に要するライフサイクルコストが
T
よりも小さけ

れば行政にとって長期的にやり繰りが可能であるた

め，Vm, t(x)の算出と同時に予算的な実行可能性につい

てもあわせて分析できる． 

 

5. 数値例 

 

ここでは，自治会への配分予算として2つのケース

を想定した計算例を示す．その際，劣化の推移確率や

各種の費用等について以下の数値を与えた．劣化状態

は，0～2の3つの状態であるとした． 





















0.10.00.0

2.08.00.0

0.01.09.0

)( ijp  

l = (0, 0, 30), c = (20, 20, 20) 

G0 = 10,  = 1/1.04, T = 5 

<Case 1> I0= (112, 106, 100, 94, 86) 

<Case 2> I0= (129, 114, 100, 86, 71) 

x1

x0

x1

x0

Case 1 Case 2

200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 1

25 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 0.95

34.5 31.4 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 0.9

44 40.6 35.2 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 0.85

53.5 50.3 45 40.4 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 0.8

63.3 59.7 54.5 49.6 44.3 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 0.75

72.8 69.6 64.2 59.3 54.2 49.4 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 0.7

82.1 78.9 74 68.3 63.6 58.8 52.5 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 0.65
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101 97.6 93.3 87.5 83.1 78 71.9 67.8 63 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 0.55

111 107 103 97.7 92.7 87.6 81.9 77.5 73 67.3 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 0.5

200 117 112 107 102 96.8 91.3 86.5 82.4 76.4 71.4 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 0.45
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200 200 200 200 131 126 121 115 112 106 100 95.6 91.1 84.7 200 200 200 200 200 200 200 0.3
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200 200 200 200 200 200 200 200 149 145 139 134 130 124 119 114 109 104 200 200 200 0.1
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200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 157 151 146 140 136 131 125 121 117 110 200 0
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72.8 69.6 64.2 59.3 54.2 49.4 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 0.7

82.1 78.9 74 68.3 63.6 58.8 52.5 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 0.65

91.6 88.6 83.9 78.1 73.6 68.8 62.2 58.4 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 0.6

101 97.6 93.3 87.5 83.1 78 71.9 67.8 63 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 0.55
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200 200 200 200 150 145 141 134 131 125 120 114 111 104 100 94.6 200 200 200 200 200 0.2

200 200 200 200 200 154 150 144 140 135 129 123 120 114 109 104 99.5 200 200 200 200 0.15

200 200 200 200 200 200 159 154 149 145 139 134 130 124 119 114 109 104 200 200 200 0.1
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図3 各ケースにおける初期状態のもとでの費用 

 

x1

x0

#### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### 1

0 #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### 0.95

0 0 #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### 0.9

0 0 0 #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### 0.85

0 0 0 0 #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### 0.8

0 0 0 0 -0 #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### 0.75

0 0 0 0 -0 -0 #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### 0.7

0 0 0 0 -0 -0 0 #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### 0.65

0 0 0 0 -0 -0 0 -0 #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### 0.6

0 0 0 0 -0 -0 0 -0 -0 #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### 0.55

0 0.01 0 0 -0 -0 0 0 -0 0 #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### 0.5

879 0 0 0 0 -0 0 -0 -0 0 0 #### #### #### #### #### #### #### #### #### #### 0.45

869 874 0 0.01 0 -0 0 0 -0 0 0 0 #### #### #### #### #### #### #### #### #### 0.4

#### 864 869 0 0 -0 -0 0 -0 -0 0 0 0 #### #### #### #### #### #### #### #### 0.35

#### #### 859 864 0 0.01 -0 0 -0 0 0 0 0 0 #### #### #### #### #### #### #### 0.3

#### #### #### 854 860 -0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 #### #### #### #### #### #### 0.25

#### #### #### #### 850 855 -0 0.01 0 -0 0 0 0 0 0 0 #### #### #### #### #### 0.2

#### #### #### #### #### 846 850 -0 0 -0 0 0 0 0 0 0 0 #### #### #### #### 0.15

#### #### #### #### #### #### 841 846 0 -0 0 0 0 0 0 -0 0 -0 #### #### #### 0.1

#### #### #### #### #### #### #### 837 842 -0 0 -0 0 0 0 -0 0 -0 -0 #### #### 0.05

#### #### #### #### #### #### #### #### 834 838 0 0 0 0 0 -0 0 -0 -0 -0 #### 0
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図4 ケース1, 2のライフサイクルの差 

 

l, c, G0, I0より，道路のすべての延長を一年で修繕す

ることができない．また，すべての延長の道路が状態

2にある場合は，どのtに関してもG0l2 > I0(t), G0c2 > I0(t)

であることから，それらをどの程度修繕しようと（ま

ったく修繕しない場合も含む）予算が不足することが

分かる． 

図3の中において白色が付されている点については

実行不可能であることを表している．なお，x0 + x1 > 1

の領域（図中の右上）はx0 + x1 + x2 = 1より物理的に実

行不可能な領域である．着目すべきは，x0 = x1 = 0に近

い領域（図中の左下の領域）である．この領域は，予

算不足に起因する実行不可能な領域である． 

着色がなされている領域は，物理的にも予算的にも

実行可能な領域であり，色が濃いほど多くのライフサ

イクルコストを要することを示している． 

図3ではそれぞれのケースの違いが明瞭でないため，

図4にケースのライフサイクルコストの差を表す．な

お，赤色の領域は，ケース1では財政的に実行不可能

であるが，ケース2では実行可能である領域を表して

いる．図4より，赤色の領域は，x2の状態にある道路

が初期に多い場合であり，修繕の程度いかんにかかわ

らず多額の予算を必要とする領域である．このため，

早期に多くの予算が確保されるケース2において実行

可能となる初期状態が多くなったと考えられる．ただ

し，x2の状態にある道路が多すぎると，ケース2にお

いても実行不可能である領域がある． 

また，灰色の領域は，ライフサイクルコストの差が

1.0の領域であり，ライフサイクルコストにほとんど

差がない領域であり，この数値例ではケース1と2にほ

とんど差がない結果となっている．つまり，これらの

領域に初期状態がある場合にはそれぞれのケースの

有効性は同等と言える． 

以上より，ケース1と2を比較した場合，財政的な実

行可能性，ライフサイクルコストの双方の観点におい

てケース2が優れており，どちらかを選択する場合に

は，ケース2を選択することが適当と判断できる． 

 

6. おわりに 

 

今後は，具体的なフィールドを対象として，劣化の

推移確率や費用の算定ならびに予算規模を与え，実証

的な検討を進めていきたい． 
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